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要約 

 

少数に支配された法人では「利益を内部に留保して、法人税率よりも高い所得税の段階税率の適用

を回避する」1ことが可能となる。そこで法第 67 条の留保金課税制度では、少数に支配された一定の

法人を対象に、その法人の一定額を超える留保額に課税することで不当な内部留保に対処している。 

現在はその対象を一定規模の同族会社に限定し、留保控除額を超える部分にのみ課税される。しか

し、本来、内部留保の性質は法人ごとに様々であり、その不当性を客観的基準により一律に判断する

ことは難しい。つまり、同族会社のような少数に支配された法人だけが不当留保を行いうるのか、ま

た、内部留保の不当性を留保控除額という一律の基準で判断できるのかどうか、という疑問が生じ

る。 

本稿では、本制度の目的及び各基準の設定根拠を改めて整理し、現行基準と照らし合わせることで

その妥当性に対する一考察を行った。 

 

I. 留保金課税の沿革 

 

現行基準の妥当性を検討するにあたり、そもそも本制度がどのような目的で創設されたのかという

制度趣旨の確認、そして、現行基準の設定根拠について確認する必要がある。そこで、まずは制度の

沿革について整理していく。 

留保金課税の制度趣旨の変遷については大きく 3 つに分類される。すなわち、大正 12 年に創設さ

れた「みなし配当課税」、昭和 25 年に創設された「積立金に対する遅延利子課税」、そして昭和 36

年に創設された「不当留保課税」である。 

大正 12 年の「みなし配当課税」の創設理由は大正 9 年改正に求められる。すなわち、大正 9 年に

個人の受取配当金に課税されることになり、法人所得も超過所得、留保所得、配当所得、清算所得の

 
1 金子宏『租税法 第 23 版』（弘文堂，2019 年 2 月）528 頁。 
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4 つに区分された。そのうち、留保所得について累進税率によって課税されることとなり、従来の一

般の会社と個人類似の会社との区分は廃止され、すべての法人について一律の課税が行われることと

なった。しかし、配当金を総合課税することなったことから大所得者が課税を免れるために一族の所

有する全資産を出資して同族保全会社を設立し、利益があっても配当しないといった傾向が生じたこ

とによる弊害が著しいものと認められたことから、大正 12 年改正で個人類似の法人に対する「みな

し配当課税」、すなわち個人類似の法人が留保した所得のうち一定の金額に対しては株主に配当され

たものとみなして法人税を課すこととされた。ただし、法人の資本蓄積を阻害するとの批判から大正

15 年の改正で留保所得と配当所得の区分が普通所得に一本化され、これに伴い「みなし配当課税」

も廃止された。なお、大正 15 年に創設された特別加算制度が、シャウプ税制（昭和 25 年）が創設

されるまで採用されていた。 

シャウプ勧告に基づいて創設された昭和 25 年の「遅延利子課税」は、これまでと全く異なる税制

理論を根拠としていた。すなわち、シャウプ税制は法人擬制説を前提として、法人は単なる株主の集

合体であると捉え、すべての所得に対する課税は個人株主の所得税に帰属するとしていた。したがっ

てシャウプ税制では、社内に所得が留保されている間は個人に配当された場合に課税される所得税の

課税が延期されている状態であると捉え、会社が配当せずに留保した金額に対して所得税納税の遅延

利子としての課税を行うこととした。しかし、当時は戦後復興のために法人の資本蓄積が急務であ

り、翌年の昭和 26 年改正から緩和されていき、昭和 29 年改正には同族会社が新たに積み立てた金

額のうち一定額を超える部分の金額について 1 回限りの課税を行なうとした特別課税が設けられ

た。これに伴い、シャウプ税制の「遅延利子課税」は完全に廃止されることとなった。 

また、この時の留保金課税の税制理論については曖昧なものとなっていた。つまり、法人擬制説に

基づいて全法人を対象としていたシャウプ税制の「遅延利子課税」が廃止されるとともに、それまで

と全く異なる性質のものとして同族会社に限定した特別課税が創設されたことで、その課税根拠が不

明確な状態となっていた。また、行き過ぎた内部留保は所得税課税の機会を意図的に免れることとな

り、法人の内部留保には何等かの課税をもって制限を設ける必要があったことから、昭和 35 年の税

制調査会により、留保金課税の本質について改めて詳細な検討が加えられ、昭和 36 年に「不当留保

課税」が創設されるに至った。ただし「不当留保課税」といっても、必ずしも法人の不当留保に課税

することを徹底するものではなかった。すなわち、昭和 35 年の税制調査会は改正の方向性につい

て、同族会社の不当留保に対して特別な課税を行う方向で再検討するとした一方で、その具体的な基

準については、個々の法人ごとに不当留保であるか否かを認定して課税する方法は運用が恣意的に流

れるおそれがあり、不当留保課税としてはある程度徹底を欠いたとしても、客観的な基準を採用する

ことで確実な課税を行うこととした。その後は対象法人の範囲の縮小及び留保控除額の引上げ等の改

正は行われたものの、この昭和 36 年に創設された客観的な基準の基本的な構造が現在に至るまで引

き継がれている。 



留保金課税制度に関する一考察 

－ 17 － 

II. 留保金課税の構造 

 

前章では、現行基準の妥当性の検討を行うにあたり、留保金課税の制度趣旨及び現行基準の設定根

拠について確認するため、制度の沿革を整理してきた。そして、昭和 36 年に創設された「不当留保課

税」が現在に至るまで引き継がれていることがわかった。ただし、必ずしも法人の不当留保部分への

課税を徹底するのではなく、確実な課税を行うために現行のような客観的基準が採用されることとな

った。本章では、現在の留保金課税がどのような法人を対象とし、その法人の内部留保の限度額を示

す留保控除額がどのように算定されるのかという現行基準の具体的な内容について確認していく。 

まず対象法人についてであるが、現行基準では留保金課税の対象を同族会社よりもさらに少数に支

配された法人である特定同族会社に限定し、さらに資本金 1 億円以下の法人については一律に適用対

象外としている。個人または少数株主によって支配された法人では、通常の法人ではなし得ないよう

な利益処分、すなわち、通常であれば配当所得に所得税が課されるところを株主と経営者の利害が一

致することで、配当に対する所得税の超過累進税率を回避する目的で必要以上の内部留保を行なうこ

とが可能となる。このように、少数によって支配された法人では租税回避を目的とした不当留保を行

いやすく、通常の法人との間に税負担の不公平が生じることとなる。そこで、留保金課税制度では、

少数により支配された法人のうち一定の法人を同族会社と定義し、同族会社が一定額を超えて留保し

た金額に対して特別税率を課すこことで、租税回避を目的とした不当な内部留保に対処することとし

ている。ただし、現在は経済政策的観点から、同族会社よりもさらに範囲を絞った特定同族会社に限

定され、さらに資本金 1 億円以下の法人は適用対象外とされている。 

 

【図 1】対象法人の判定フロー2 
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2 神門剛『新版 図解留保金課税の実務』（財経詳報社，2007 年）8 頁を参考。 

①中小法人等か否か 

留保金課税の適用なし 留保金課税の適用あり 

②被支配会社か否か 

③特定同族会社か否か 
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次に留保控除額についてであるが、留保金課税制度は法人の留保した金額のうち留保控除額を超え

る部分の金額についてのみ課税することとしている。すなわち、適用対象法人に含められたとしても、

その内部留保が留保控除額の範囲内であれば課税されず、超えた部分の金額を不当留保部分とみなし

て課税することとしている。また、留保控除額とは所得基準額・定額基準額・積立金基準額のうち最

も大きい金額を指し、法人が当期に留保した金額の合計額である当期留保金額から留保控除額を控除

した残額を課税留保金額と定め、これに課税することとしている。また、税率は所得税率よりも緩や

かな累進税率を採用しており、課税留保金額が 3,000 万円以下の場合には 10％、3,000 万円超 1 億円

以下の場合には 15％、1 億円超の場合には 20％により課税することとしている。 

 

【図 2】課税の対象となる金額の算定3 

所得金額 課税外所得 

 

所得等の金額のうち留保した金額 社外流出額 

 

 

当期留保金額 法人税等 

 

課税留保金額 留保控除額 

↓×特別税率の適用 

3,000 万円まで → 10％ 

1 億円まで     → 15％ 

1 億円超       → 20％ 

 

これらの現行基準を昭和 36 年に創設された「不当留保課税」と比較すると、留保控除額はかなり引

き上げられ、その対象法人についてもかなりの縮小が図られているものの、法人が留保した金額のう

ち留保控除額を超える部分に対して累進税率による課税を行なうとする基本的な構造については昭和

36 年創設の基準をそのまま引き継いでいる。なお、「不当留保課税」といっても法人の内部留保の不

当性について厳密に判断するのではなく、現行法では一定額を超える留保部分に一律に課税をする仕

組みとなっている。この根拠については前章で確認したとおり、昭和 35 年の税制調査会の答申に求

められる。すなわち、「個々に不当留保を認定して特別の課税を行なう方法は、その運用がし意的に流

れるおそれがあり、不当留保課税としてはある程度徹底を欠いても、客観的な基準によって確実な課

税」4を行なうとされているためである。そして、この客観的基準、すなわち対象法人及び留保控除額

が現在に至るまで採用されているのであるが、「不当留保課税」を制度趣旨とする以上、資本金 1 億円

以下の特定同族会社だけが不当留保を行いうるのか、また留保控除額を上回る金額だけが不当留保と

いえるのかどうか、という疑問が生じる。 

 
3 神門剛，前掲『新版 図解留保金課税の実務』，101 頁を参考。 
4 税制調査会『当面実施すべき税制改正に関する答申（税制調査会第一次答申）及びその審議の内容と経過の説

明』（1960 年 12 月）224 頁 
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III. 妥当性の問題 

 

ここまで確認してきたとおり、わが国の留保金課税制度の変遷は大正 12 年創設の「みなし配当課

税」、昭和 25 年創設の「遅延利子課税」、昭和 36 年創設の「不当留保課税」の大きく 3 つに分類する

ことができる。そして、現行法が昭和 36 年に創設された「不当留保課税」の基本的な構造、すなわ

ち、同族会社（現行は特定同族会社）の留保控除額を超える部分に課税を行うという構造が現在に至

るまで引き継がれている。本章では、留保金課税の対象法人及び留保控除額の妥当性を検討するにあ

たり、まずは判例をもとに問題点の整理を行う。そして、対象法人及び留保控除額の設定根拠を改め

て整理し、その当初の設定根拠に照らす方法により現行の対象法人及び留保控除額の妥当性について

の一考察を行う。 

 

1. 不当留保か否かは問わないとされた事例 

 

(1) 要点 

 

本件は、大阪高裁昭和 56 年 11 月 24 日判決の「更生会社の留保金が、更生計画認可決定前におい

てやむを得ず留保したものであり、または更生計画に従い留保したものであったとしても、当該留保

金につき法人税法 67 条（同族会社の特別税率）を適用する必要性は失われていない」5とされた事例

である6。 

原告側である更生会社及びその更生管財人は、留保金課税の立法趣旨が同族会社の性質を利用した

租税回避を目的とする不当留保の防止であることを前提として、会社更生手続が開始されれば、少数

の株主により会社の利益処分の決定を自由に行えるといった同族会社としての性質が実質的に失わ

れ、また、会社更生法に従って留保された金額は租税回避を目的とした不当留保とはいえず、法人税

法 67 条の立法趣旨に従えば留保金課税の適用ありとした税務当局の処分は違法である旨主張した。 

これに対して、被告側である税務当局は、会社更生手続が開始され株主としての権限がほとんど停

止したとしても株主の地位まで喪失するものではなく、更生会社なるが故に同族会社でないとする法

 
5 国税庁『税務訴訟資料』第 104 号（国税庁，1979 年 6 月）1141 頁。 
6 類似した判例として、東京高裁平成 17 年 6 月 15 日判決がある。すなわち、原告である更生会社 A の内部留保

はその大半を債務免除益が占めており不当留保利益ではないことは明らかであるが、法人税法第 67 条では、同族

会社の一定額を超える留保金額について、これが不当留保か否かを問うことなく、一律に特別税率を課すことと

しており、その課税要件を充足すれば課税を行なうべきであるとして、更生会社に対しても留保金課税の適用が

あるとされた（国税庁『税務訴訟資料』第 254 号－328（順号 9835）4 頁，公共財団法人日本税務研究センター

図書室，電子資料）。 
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的根拠もないこと、また、会社更生法の適用を受けている会社を留保金課税の適用対象から排除する

とする別段の定めもないことから、原処分には何ら違法はない旨主張した。 

裁判所は、以上のような当事者双方の主張を受け、留保金課税の立法趣旨は租税回避を目的とした

不当留保の防止であることは否定できないものの、同条が不当留保かどうかを問うことなく一律に所

定の金額に応じた課税を行なうこととしていることから同族会社と非同族会社の税負担の公平を図る

こともまた同条の趣旨であり、不当留保の防止のみに留保金課税の立法趣旨を求めるのは早計である

とした。また、会社更生のための留保であるとしても、後日それが設備投資及び弁済に充てられるな

どして同族会社の利益となる性質をもつものである以上、個人企業との税負担の公平の見地から、法

人税法 67 条の適用の必要性はなお失われていない旨判示し、原告の請求を棄却した。 

 

(2) 問題意識 

 

明らかに不当留保をなし得ない更生会社についても留保金課税の適用があるとされた本判決である

が、会社更生法に基づいて更生手続きを行った場合には経営権等が更生管財人に移るため、更生会社

となった場合には不当留保を行える状況にないことは明らかであり、「不当留保の是正」という立法目

的から本判決を考える場合、納税者である原告側の立場からは不服な判決といえる。しかし、裁判所

側はその立法が著しく不合理であると認められる場合を除き、基本的には立法に基づいて判断する他

なく、今回の場合では、法第 67 条に定める同族会社に該当し、留保控除額を超える留保額があると認

められたことから、例え更生会社であっても留保金課税の適用があるとされた7。本判決の評釈につい

ても、「もともと会社更生法において立法上の手当がなされておるべきであったといわねばならない。

現行法がこれらの手当てを欠いているのは本来、立法の不備であるといわねばならないであろう」8、

「立法目的はともかくとして、法人税法 67 条においては、非同族の同族会社以外の同族会社に対し

ては、その実態のいかんにかかわらず留保金課税を行うと定めているところであって、更生会社につ

いては非課税と解する余地はない」9とされるとおり、不当留保をなし得ない更生会社に対して留保金

課税を不適用とするためには、結局のところ立法的措置により解決される他ないこととなる。 

 今回のような更生会社に対して留保金課税の適用の有無が争われる事例は稀であり、ましてや、実

 
7 法第 67 条の違憲性が争われた事例として、大阪地裁昭和 62 年 9 月 16 日判決がある。本判決では、留保金課

税の立法目的は正当であり、その具体的な方式についてもその立法目的に照らして著しく不合理であるとはいえ

ないことから、その不合理性は認められず、法人税法第 67 条が憲法第 14 条第 1 項に違反しているとはいえない

とされた（国税庁『税務訴訟資料』第 159 号（国税庁，1988 年 8 月）644 頁）。 
8 北野弘久「更生会社に対する法人税法の適用をめぐる諸問題」『税理』Vol.24/No.6（1981 年 5 月）159 頁。 
9 品川芳宣「更生会社に対する留保金課税と役員賞与課税の是非」『税経通信』Vol.37/No.6（1982 年 5 月）228

頁。 
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質的な機能停止状態10にある現行の留保金課税制度の下では、今回のような事例が起こることはほと

んどないものと思われる。しかし、留保金課税には約 100 年の歴史があること11、機能停止状態とな

ってから約 10 年が経つ現在においても制度自体の廃止には至っていないこと、今後その対象に中小

法人が含められ対象範囲が大幅に拡大される可能性がある12ことを考慮すると、内部留保の不当性を

客観的基準により定めることにより生じる課題については再考の余地があるものと考える。すなわち、

法人の内部留保の不当性を一律の基準により判断することが難しい中で、明確な基準により制度の実

効性を確保しつつ、法人の不当な内部留保の是正を実現していく、という両者のバランスをいかに図

っていくかが課題となるのではないだろうか。 

 現在の基準について考えられる問題点として、まず対象法人については、現在 9 割超の法人が適用

対象外とされているため、不当留保の是正という目的自体が達成できない状況にあることが考えられ

る。また、仮に同族会社を対象とする場合にも、内部留保の性質は法人ごとに様々であり、同族会社

だけが不当留保を行いうるという根拠が不明確であることが考えられる。これは留保控除額について

も同様で、留保控除額を超える部分の金額だけが不当留保であるという根拠が不明確であることが考

えられる。そこでここからは、現行の対象法人の範囲の妥当性及び不当留保か否かの基準となる留保

控除額の妥当性についての一考察を行う。 

 

2. 妥当性の考察 

 

(1) 対象法人の妥当性 

 

現在の対象法人の範囲は、資本金 1 億円超の特定同族会社とされているが、これは平成 18 年改正

で特定同族会社に限定され、平成 19 年改正で資本金 1 億以下の法人が適用除外とされたことによる。

まず、平成 18 年改正の根拠については、「平成 18 年度税制改正においては、同族会社の特別税率い

わゆる留保金課税制度について、経済社会の構造変化に的確に対応し、中小企業の財務基盤の強化を

図る観点から、そのあり方が抜本的に見直されました」13とされている。また、平成 19 年改正の根拠

については、「依然として、同制度に対しては企業の財務基盤の強化を阻害する面が残っているとの指

 
10 現在の留保金課税制度は資本金 1 億円以下の法人を適用対象から除外しているが、わが国の全法人数

（2,723,542 社）に占める資本金 1 億円以下の法人数（2,704,825 社）の割合が 99％超である中でほとんどの法

人が適用除外とされていることになる。法人数（単体法人に限る）については国税庁長官官房企画課「平成 30 年

度分会社標本調査 税務統計から見た法人企業の実態」（2020 年 5 月）168 頁より引用。 
11 法人の留保所得に初めて課税されることとなった大正９年改正を創設年とした場合。 
12 平成 26 年度税制調査会の中小法人課税の見直しの項では、「特定同族会社の内部留保に対する留保金課税は、

中小法人については適用除外とされているが、内部留保への過度の誘因を避ける観点から、法人税率引下げにあ

わせて適用を検討する必要がある」とされている（括弧書は内閣府税制調査会「法人税の改革について」（2014

年 6 月）8 頁より引用）。 
13 財務省大臣官房文書課『平成 18 年度税制改正の解説』（大蔵財務協会，2006 年 7 月）340 頁。 
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摘がある。一方で、経済活性化の観点から、資金調達面での制約を受ける中小企業の資本蓄積を促進

していくことが重要になっており、さらに、ベンチャー等の技術革新を支援し、競争力強化を図ると

いった政策的要請がある。以上を踏まえ、留保金課税制度のさらなる見直しを検討すべきである」14

とされている。すなわち、いずれの改正についても、中小企業の資本充実を図るとした経済政策的理

由を根拠としたものであった。これらの改正については、「最近の制度変更に関しては、学術的な認識

と整合的でない点が問題である」15といった意見、「本来の条文の立法趣旨と異なるような状況になっ

ている」16といった意見があるとおり、ほとんどの同族会社が適用対象外とされたことで本来の制度

趣旨が達成されない状況となり、税制理論の観点からは問題があるとされる。しかし、経済的基盤の

希薄な小規模法人の資本充実を図ることが喫緊の課題であったことからやむを得ない改正であった。 

一方、留保金課税の対象を従来のとおり同族会社に限定する場合であるが、同族会社を対象とする

根拠について昭和 35 年の税制調査会では、「この制度が、同族会社の社内留保のみに課される特別の

課税であるという点に着目して、その合理性を説明するためには、同族会社の社内留保が、非同族会

社のそれと異なる性質を持っている点を問題にしなければならない」17としている。そして、同族会

社の配当性向が非同族会社のそれに比して低いという一般的な指摘について、当時の資本金階級別に

おける各法人の利益処分状況及び中小法人の利益処分状況を分析し、同族会社と非同族会社の社内留

保の割合を計算した結果、「中小法人ないし同族会社の社内留保が、大法人ないし非同族会社と比べて

大きいことが認められる」18ことから、同族会社の配当性向が非同族会社のそれに比して低いことを

根拠として、同族会社に限定して特別課税を課すことへの一応の合理化19を図ったものとしている。

この妥当性を検討するためには、現在の同族会社と非同族会社の留保割合を比較する必要がある。し

かし、ここ数年の国税庁企画課の「税務統計からみた法人企業の実態」による留保金の項をみると、

留保金課税の対象が特定同族会社に絞られたことで、同族会社と非同族会の益金処分額及び社内留保

額の内訳が示されておらず、当初の根拠である同族会社と非同族会社の留保割合を比較する方法によ

り検討することができない。そこで、特定同族会社の留保割合がそれ以外（同族・非同族）の法人の

留保割合を上回ることにあると仮定し、過去 5 年間（平成 26 年～平成 30 年）における国税庁企画課

 
14 税制調査会『平成 19 年度の税制改正に関する答申－経済活性化を目指して－』（2006 年 12 月）4 頁。 
15 金田直之「内部留保と課税制度」『学習院大学経済経営研究所年報第 21 巻』（2007 年 12 月）36 頁。 
16 八ツ尾順一「特定同族会社の留保金課税」『税研』Vol.30/No.6（2015 年 3 月）53 頁。 
17 税制調査会，前掲『当面実施すべき税制改正に関する答申』，224 頁。 
18 税制調査会，同上資料，224 頁。 
19 一応の合理化というのは、この検討段階ではすでに同族会社に限定することへの可否について検討が行われて

いたことに基づく。すなわち、「小規模の法人についてみれば、それが形式的に同族会社に該当するかどうかによ

って、それほど、性格的に大きな差異があるかどうか疑問であり、その形式性のみに着目して、税負担に差異を

生じさせるような制度の妥当性にも問題があろう。ましてや、今後、留保所得の全体を課税対象とせず、一定の

基準をこえる留保についてのみ課税する方式を採用するとすれば、そもそも、その対象をいわゆる同族会社のみ

に限ることの可否が問題となるかもしれない」（税制調査会，同上資料，227 頁）として、留保控除額という一定

額を超える部分にのみ留保金課税を課す場合、その対象法人を同族会社に限定することの可否が問題とされ、留

保金課税の対象範囲については今後の検討課題となることを示していた。 
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の「税務統計からみた法人企業の実態」のデータをもとに特定同族会社と同族・非同族会社の留保割

合を比較することとする20。 

まず、特定同族会社と同族・非同族会社の留保割合の推移を表１に示した。下記のとおり、いずれ

の年においても同族・非同族会社の留保割合が特定同族会社を上回っていることが分かる。現行法の

ように留保金課税が特定同族会社に限定されているのは経済政策的な理由を根拠としているが、仮に、

特定同族会社以外の法人に比べて内部留保が大きいという理由で特定同族会社に限定する場合、表１

の結果からは整合性がとれないこととなる。ただし、成道氏は同族会社と非同族会社との留保割合の

比較について、「この違いが不当な内部留保によるものであるかについては、同族会社の規模や所得等

を考慮して検討する必要があろう」として、所得階級別の留保割合による比較を加えて行っている。

そこで、令和 2 年 5 月に発表された「平成 30 年度分 税務統計からみた法人企業の実態」の結果をも

とに、特定同族会社と同族・非同族会社の所得階級別の留保割合の比較を表 2 に示した。下記のとお

り、ほとんどの所得階級において、特定同族会社以外の法人の留保割合が高くなっていることがわか

る。留保金課税の対象法人を特定同族会社に限定する理由を内部留保の大きさに求める場合、表 2 の

結果からもその整合性がとれないこととなる。 

 

【表 1】特定同族会社と同族・非同族会社の過去 5 年における留保割合の推移21 

区分 

特定同族会社 同族・非同族会社 

益金処分 

（百万円） 

社内留保 

（百万円） 

留保割合 

（％） 

益金処分 

（百万円） 

社内留保 

（百万円） 

留保割合 

（％） 

平成 26 年 2,335,512 1,233,481 52.8 48,045,058 27,345,483 56.9 

平成 27 年 2,240,159 1,216,643 54.3 50,439,309 29,201,909 57.8 

平成 28 年 2,312,463 1,219,108 52.7 57,355,763 35,029,666 61.0 

平成 29 年 2,528,788 1,365,987 54.0 57,912,284 33,497,981 57.8 

平成 30 年 2,824,598 1,329,313 47.0 69,146,699 45,166,783 65.3 

 

  

 
20 留保割合の比較による検討については、成道秀雄氏の先行研究（成道秀雄「中小・ベンチャー企業の現状と留

保金課税制度の功罪」『税理』Vol.43/No.6（2000 年 6 月）36～37 頁）を参考とさせていただく 。 
21 金額は国税庁企画課「税務統計からみた法人企業の実態」の留保金の項（平成 26～30 年分）をもとに集計。

利益計上法人に限る。留保割合は小数点第 1 位未満切捨て。 



創価大学大学院紀要・第 43 集・2022 年 2 月 

－ 24 － 

【表 2】特定同族会社と同族・非同族会社の所得階級別における留保割合の比較22 

区分 

特定同族会社 同族・非同族会社 

益金処分 

（百万円） 

社内留保 

（百万円） 

留保割合 

（％） 

益金処分 

（百万円） 

社内留保 

（百万円） 

留保割合 

（％） 

（所得階級） 

100 万円以下 

100 万円超 

200 万円〃 

300 万円〃 

500 万円〃 

1,000 万円〃 

2,000 万円〃 

5,000 万円〃 

1 億円〃 

2 億円〃 

5 億円〃 

10 億円〃 

 

2,186 

1,941 

34,013 

646 

4,511 

4,502 

14,792 

40,698 

67,661 

191,679 

346,770 

2,115,197 

 

1,327 

100 

138 

373 

3,746 

2,970 

9,272 

22,068 

37,905 

106,401 

220,048 

924,966 

 

60.7 

5.1 

0.4 

57.7 

83.0 

65.9 

62.6 

54.2 

56.0 

55.5 

63.4 

43.7 

 

250,818 

395,620 

372,889 

581,331 

1,287,567 

1,723,868 

3,118,792 

2,943,877 

3,543,625 

16,212,347 

3,815,243 

34,900,722 

 

196,957 

225,739 

228,022 

446,158 

1,000,967 

1,305,944 

2,249,383 

2,019,508 

2,375,299 

14,577,037 

2,386,875 

18,154,893 

 

78.5 

57.0 

61.1 

76.7 

77.7 

75.7 

72.1 

68.6 

67.0 

89.9 

62.5 

52.0 

 

(2) 所得基準額の妥当性 

 

次に留保控除額23のうち所得基準額についてであるが、現在の所得基準額である「所得等の金額の

40％」は平成 18 年改正によるものである。その設定根拠については、「従来大法人の平均的な内部留

保比率を勘案して定められてきたことを踏まえ、最近 5 年間の同比率を勘案し、『所得等の金額の 35％

相当額』から『所得等の金額の 40％相当額』に引き上げることとされました」24としている。また、

はじめて留保控除額が創設された昭和 36 年改正の所得基準額（所得等の金額の 10％）の根拠につい

ては、「大法人及び中小法人の社内留保の傾向を考慮して、今後は同族会社の留保所得から、その課税

所得金額の 10％相当額を控除した残額を課税対象とするのが適当である」25とされている。すなわち、

同族会社の不当留保部分とは、非同族会社が通常留保する金額を超える部分であり、非同族会社と同

等の留保部分については課税すべきでないとして、「会社のうち非同族会社と同族会社との間の均衡

を図る」26目的で設けられた基準となる。以上のような理由から、現行の「所得等の金額の 40％相当

額」についても大法人の平均的な留保比率を参考として定められており、この部分については特定同

族会社についても課税の必要性はないことを根拠とするものである。 

 
22 金額は国税庁企画課「税務統計からみた法人企業の実態」の留保金の項（平成 30 年分）をもとに集計。利益

計上法人に限る。留保割合は小数点第 1 位未満切捨て。 
23 留保控除額には所得基準額・定額基準額・積立金基準額の 3 つがあるが、このうち積立金基準額については、

会社法 445 条 4 項（剰余金の配当をする場合には、株式会社は、法務省令で定めるところにより、当該剰余金の

配当により減少する剰余金の額に十分の一を乗じて得た額を資本準備金又は利益準備金として計上しなければな

らない）との兼ね合いにより定められたものであるため、本稿ではその妥当性の検討を割愛させていただく。 
24 財務省大臣官房文書課，前掲『平成 18 年度税制改正の解説』，340 頁。 
25 税制調査会，前掲『当面実施すべき税制改正に関する答申』，226 頁。 
26 北野弘久『現代企業税法論』（岩波書店，1994 年 5 月）240 頁。 



留保金課税制度に関する一考察 

－ 25 － 

そこで、過去 5 年間（平成 26 年～平成 30 年）における国税庁企画課の「税務統計からみた法人企業

の実態」のデータをもとに、資本金階級が 1 億円超の法人における各年度の留保割合とその平均値を

表 3 に示した。 

 

【表 3】資本金 1 億円超の法人の各年度における留保割合27 

区分 

資本金 1 億円超の法人 

益金処分 

（百万円） 

社内留保 

（百万円） 

留保割合 

（％） 

平成 26 年 35,602,182 13,969,560 39.2 

平成 27 年 41,370,126 14,990,902 36.2 

平成 28 年 43,046,017 19,345,990 44.9 

平成 29 年 41,345,782 16,155,225 39.0 

平成 30 年 41,985,533 15,277,179 36.3 

平均値 40,669,928 15,947,771 39.2 

 

上記のとおり、過去 5 年間における資本金 1 億円超の法人の留保割合の平均値は 39.2％であり、現

行の所得基準額に採用される 40％と概ね一致することになる。したがって、当初の設定方法をもとに

検討する場合、現行の「所得等の金額の 40％」は妥当な数値ということになる。 

なお、所得基準額は同族会社と非同族会社との均衡を図る観点から非同族会社が通常行う留保部分

については同族会社についても課税の必要性はないとすることを根拠としているが、この非同族会社

の留保部分には課税されないという点について、福浦幾巳氏は「現行法（2004 年）は、大会社（厳密

には、非同族会社）に対する『同族会社の留保金課税』の法的措置をしていない。それは、同上の場

合、未配当による所得の留保政策は、株主の所得税の回避のものとして理解するのではなく、企業の

維持・継続を行ううえでの通常必要な合理的な留保、すなわち企業維持のための合理的な留保である

という性善説に従って立論されているからであろう。そうすると、このことは、合理的な留保のもの

であれば、大会社であろうと中小会社であろうとも、当該観点に該当するものであれば、それこそ特

別の負担を課す理由がないことを物語っている。換言すると、このことは、合理的留保を超える部分、

すなわち不当ないし異常と認められる留保部分に対してのみ課税されるということを意味している」

28としている。このように、同族会社の不当留保に課税するとした場合、非同族会社の行う内部留保

は不当留保でないということになるが、この考え方を前提とする場合、結局は法人の不当留保部分に

対してのみ課税されることになり、同族・非同族といった区分は関係がなくなることになる。この点

 
27 金額は国税庁企画課「税務統計からみた法人企業の実態」の総括表の項（平成 26～30 年分）をもとに集計。

社内留保の値は正と負を相殺した金額。留保割合は小数点第 1 位未満切捨て（社内留保の平均値は小数点以下切

捨て）。 
28 福浦幾巳「中小会社の資本充実における税法の影響－同族会社の留保金課税を中心として－」『流通科学研

究』4 巻/1 号（2004 年 10 月）35 頁。 
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については、現行の留保金課税創設の検討段階として昭和 35 年の税制調査会ですでに問題点として

挙げられていた。すなわち、「小規模の法人についてみれば、それが形式的に同族会社に該当するかど

うかによって、それほど、性格的に大きな差異があるかどうか疑問であり、その形式性のみに着目し

て、税負担に差異を生じさせるような制度の妥当性にも問題があろう」29とされている。 

谷畠範恭氏は所得基準額の適正性について、「非同族会社が資本充実のためだけに留保を行ってい

るとはいいきれず、必ずしも非同族会社における留保率が適正な資本蓄積率ではない」が、「逆に適正

な資本蓄積率の答を求められた場合、それはその企業の業種によっても異なるため、一律に算出する

ことは困難である。また、そもそも適正な資本蓄積率をどのように計算するかも明確ではない。この

ような理由から所得基準事態の存在自体をもう一度見直すべきではないだろうか」30としている。  

以上のように、所得基準額が大法人の平均的な留保比率を勘案して定められているが、同族会社（現

行は特定同族会社）以外の法人が行う内部留保は適正であるとして、それに相当する部分の金額につ

いては課税の必要性がないことを根拠とする所得基準額はその妥当性が認められないとする意見もあ

る。 

 

(3) 定額基準額の妥当性 

 

次に留保控除額のうち定額基準額についてであるが、現在の「年 2000 万円」という基準は所得基

準額と同様に平成 18 年改正によるものである。その設定根拠については、「法人形態と個人形態の税

負担が均衡する場合の所得水準と留保金課税制度の課税最低限とが整合的になるよう定められてきた

ところであり、現行の法人税法と個人所得税の税率構造を反映させた見直しを行った結果、『年 1,500

万円』から『年 2,000 万円』への引上げが実現されました」31としている。また、はじめて留保控除額

が創設された昭和 36 年改正の定額基準額（年 50 万円）の根拠については、「法人、個人の負担の関

係を前提とすれば、元来、法人税の負担が、所得税の上積税率の負担と比較して低い場合に、その負

担差を調整するという意味を持っているこの特別課税を、所得の少額な法人に対してまで行なう根拠

は見当たらない」32とされている。すなわち、同族会社が所得税回避を目的として留保する場合とは、

法人税率が個人株主にかかる所得税率よりも低い場合であり、この特別税率はそのような「同族会社

と個人企業との間の均衡を図る」33目的で設けられている。そして、昭和 35 年の税制調査会は、法人

形態の税負担と個人形態の税負担との比較を行った結果、法人の負担率が個人の負担率を上回る場合

における法人所得が 50 万円超 100 万円以下の範囲であったことから、課税の必要性がないとする法

 
29 税制調査会，前掲『当面実施すべき税制改正に関する答申』，227 頁。 
30 谷畠範恭「留保金課税の研究」『地域公共政策研究』第 7 号（2003 年 6 月）71 頁。 
31 財務省大臣官房文書課，前掲『平成 18 年度税制改正の解説』，340 頁。 
32 税制調査会，前掲『当面実施すべき税制改正に関する答申』，226 頁。 
33 北野弘久，前掲『現代企業税法論』，240 頁。 
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人所得を 100 万円と定めたとしている。さらに、その場合の留保所得が約 50 万円であったことから、

これを差し引いたものを課税対象とすべきとしている。したがって、これらの理由を根拠とする場合、

現行の年 2000 万円については、その金額までの留保部分は、個人株主にかかる所得税の方が有利と

なる金額であり、特定同族会社と個人形態との税負担の均衡を図るという観点から、年 2000 万円の

留保部分については課税の必要性がないことを根拠とするものということになる。しかし、「法人形態

と個人形態の税負担が均衡する場合の所得水準と留保金課税制度の課税最低限とが整合的になる」と

いう点について具体的な算定方法が不明であり、ここでは同様の計算による検討を行うことができな

い。そこで、現行基準の原型が創設された昭和 36 年改正（当時の定額基準額は「年 50 万円」）につ

いて、その改正根拠が示された昭和 35 年の税制調査会による「当面実施すべき税制改正に関する答

申」の内容を参考としたい。 

この答申によると、定額基準額については「さきの第 72、73 表34で明らかなように、法人所得が少

ない場合にはその法人所得に対する法人税等の負担は、これに対応する個人の上積所得に対する所得

税等の負担を上回っている。（中略）法人税の負担が、所得税の上積税率の負担と比較して低い場合に、

その負担差を調整するという意味を持っているこの特別課税を、所得の少額な法人に対してまで行な

う根拠は見当たらない。上記第 73 表の示すところでは、法人所得 100 万円のところまでは、以上の

意味で、留保所得課税を行なう必要がなく、その場合の留保所得からみて、毎事業年度の留保所得か

ら 50 万円を差し引いたものを課税対象とするのが適当である」35としている。そこで、当時の第 73

表について、これを一部改訂したものを表 4 として示したため、これをもとに当時の定額基準額であ

る「年 50 万円」の算定方法について確認していく。 

 

【表 4】法人の税負担と所得税の上積実効負担との比較36         （単位：円） 

法人所得階級 

/区分 

法人形態の場合の負担 

（支払配当部分の税率

28％の場合） 

個人形態の場合の負担 

負担差 

（B－A） 
留保所得 

法人税等

の合計37

（A） 

上積実効

負担率 

（％） 

所得税等

の合計38

（B） 

上積実効

負担率 

（％） 

50 万円以下 186,212 37.2 103,972 20.8 △ 82,240 273,668 

100 万円〃 182,182 36.4 174,665 34.9 △  7,517 550,336 

150 万円〃 183,370 36.7 230,103 46.0 46,733 827,004 

 

 
34 「第 72、73 表」とは、「法人の税負担と所得税の上積実効負担との比較」を示した表であり、第 72 表は改正

を行わなかった場合、第 73 表は改正を行った場合の表である。 
35 税制調査会，前掲『当面実施すべき税制改正に関する答申』，226 頁。 
36 税制調査会，前掲『当面実施すべき税制改正に関する答申』，221 頁の第 73 表を参考。 
37 法人税、法人住民税、個人所得税、個人住民税の合計額。 
38 個人所得税と個人住民税の合計額。 
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すなわち、留保金課税の趣旨が法人と個人との税負担の均衡を図ることである以上、法人の負担率

が個人の負担率を上回る場合、つまり個人形態が有利となる場合の留保部分については課税する必要

がないこととなる。そこで、表 4 をみると、法人の負担率が個人の負担率を上回る場合の所得階級は

「100 万円以下」までであり、この場合の留保所得が「約 50 万円」であることが読み取れる。したが

って、当時の定額基準額を「年 50 万円」とする根拠はここにある。 

しかし、この算定方法を現在の数値に置き換えて検討することができず、現行の「年 2,000 万円」

という基準については当時の設定根拠に基づいた妥当性の検討が行えなかった。 

 この平成 18 年改正の「年 2,000 万円」という基準は、昭和 50 年の改正以来、約 30 年ぶりの引き

上げとなる。なお、この昭和 50 年以前における定額基準額の改正については、昭和 47～50 年にかけ

て 350 万円、500 万円、1,000 万円、そして 1,500 万円と 4 年連続で引き上げられている。この理由

については、「最近における急激な引上げは、同族会社がそのほとんどを占める中小法人の体質を強化

するため、留保金がある程度以下の場合は、追加的な税負担を負わせないとの政策的配慮によるもの

と考えられる」39とされている。また、この当時における政策的配慮による定額基準額の引き上げに

ついては、「当初の公正明大な目的とは完全に隔離してしまった、単なる政策手段としての規定にすぎ

ないのである。また、当初、個人との公平性を考えて作られたのならば、現在形骸化したこの制度は

個人との不公平性を新たに生んでいるということになる」40という意見もある。このことからすれば、

「法人形態と個人形態の税負担が均衡する場合の所得水準と留保金課税制度の課税最低限とが整合的

になる」ように見直しを行ったとする平成 18 年改正については、政策的配慮に加えて留保金課税制

度の本来の趣旨に基づいて検討された改正という観点では、一応の妥当性が認められるものと思われ

る。 

 

IV. 米国の留保金課税 

 

米国の留保金課税では、法人ごとにその内部留保について事業の必要性を立証する方法が取り入れ

られている。これは、客観的な基準で一律に課税を行うわが国の留保金課税と対照的な制度といえる。

そこで本章では、米国における留保金課税制度の概要を確認し、我が国の制度との簡単な比較を行う41。 

 

1. 米国税制の基本 

 

米国の連邦税制（IRC）においては、「配当法人は、当該法人が稼得した所得には法人所得税が課さ

 
39 吉国二郎ほか『戦後法人税制史』税務研究会（1996 年 10 月）508 頁。 
40 谷畠範恭，前掲「留保金課税の研究」，72 頁。 
41 米国の留保金課税制度については、石村耕治『アメリカ連邦所得課税法の展開－申告納税法制の現状と課題分

析－』（財経詳報社，2017 年 3 月）の内容をもとに整理させていただいた。 
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れる。その後、法人税の税引後の所得が、個人株主に配当された場合には、さらに個人所得税が課さ

れるルールになっている。つまり、『二重課税』を行う課税原則となっている。ところが、法人が税引

後の所得を個人に配当を行わず内部に留保すると、個人株主の段階で課税されるはずの課税が繰り延

べられることになる。このような、課税繰延を認めないために、以下の『留保金税』や『人的所有会

社税』制が設けている。これらの税制のもとではいずれも、法人企業が『事業のための合理的必要性』

もないのに内部留保している一定額を超える所得が課税対象となる」42こととされている。このよう

に、米国税制では法人が所得を留保することで個人所得税が繰り延べられることを防ぐため、法人の

一定額を超える所得に課税することとしており、その趣旨についてはわが国の留保金課税制度と概ね

一致している。しかし、米国の留保金課税は、少数株主により支配された法人の一定額を超える内部

留保に課税を行うとする「人的所有会社税（PHC tax=Personal holding company tax）」（IRC541～

547 条）に加えて、全法人を対象として、法人が一定額を超える内部留保を行ったとしても「事業の

ための合理的必要性」が認められれば課税しないこととする「留保金税（AET=ｔAccumulated 

earnings tax）」（IRC531～537 条）があり、2 種類の制度が設けられている点で我が国の制度と異な

っている。 

 

2. 人的所有会社税（Personal Holding Company Tax） 

 

米国税制では、少数株主により支配された法人に対して、通常の法人税とは別に追加課税を行うこ

ととしている。すなわち、「人的所有会社税（PHC tax）制のもと、少人数の個人株主によって所有さ

れている法人（5 人以下の株主が、直接あるいは間接に 50％超の持分を所有している会社）で、その

所得の 60％以上が配当、利息、賃借料、ロイヤルティなど投資所得（passive income）で占められて

いる法人（こうした法人を『人的所有会社/PHC』または『パーソナル・ホールディング・カンパニー』

という。）については（IRC542 条）、その非配当の人的所有会社所得（PHC income）、つまり留保所

得に対して、通常の法人税とは別途に、留保金税（AET）と同様に、現在 20％の税率で追加課税が行

われる。PHC income は、法人の課税所得に法定の加算・減算の調整を行ったうえで算定される

（IRC541 条）。この人的所有会社税（PHC tax）は、本来、個人所得税の最高税率が法人税率よりも

40％以上も高かった時代に、資産家が高税率を回避するため会社に資産を保有させ、その利益を会社

に蓄積することへの対策として設けられたという経緯がある。現在では、法人と個人の税率に大きな

格差はないので、廃止すべきであるとの声もある。しかしこの税制自体は存続している。ちなみに、

法人が、人的所有会社税（PHC tax）の対象になった場合には、留保金税（AET）の適用対象からは

外れる（IRC532 条 b 項 1 号）」43こととされている。このように、少数株主により支配された法人が

 
42 石村耕治，前掲『アメリカ連邦所得課税法の展開』，223 頁。 
43 石村耕治，前掲『アメリカ連邦所得課税法の展開』，223 頁。 
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所得を法人内に留保することで、株主に本来課されるはずの個人所得税が回避されることになる。そ

こで、米国税制では、そのような少数株主に支配された法人で、かつ、その所得の大部分が投資所得

（passive income）で占められる法人を人的所有会社（PHC）として定め、人的所有会社の行った留

保所得（PHC income）に対して 20％の追加課税を行うこととしている。 

これに対して、わが国の留保金課税制度では、少数株主により支配された法人のうち一定の法人を

特定同族会社として定め、特定同族会社の行った留保金額のうち留保控除額を超える部分の金額に 10

～20％の累進税率により追加課税を行うこととしている。いずれの税制も「一定額」を超える金額に

「追加課税」をするという点では類似しているが、異なる点としては、人的所有会社税（PHC tax）

では一定額の判断を対象法人の「所得の 60％以上が配当、利息、賃借料、ロイヤルティなど投資所得

で占められている」場合としている点、また、税率は累進税率ではなく一律の税率を採用している点

である。 

 

3. 留保金税（Accumulated Earning Tax） 

 

米国の留保金課税では、「人的所有会社税」に加えて、法人の形態を問わず「事業のための合理的必

要性」のない内部留保に課税を行うとする「留保金税」がある。すなわち、「留保金税

（AET=Accumulated earnings tax）制のもと、連邦課税庁（IRS）は、法人が『事業のための合理的

必要性（reasonable business needs）』もないのにもかかわらず、配当を行わずに法定許容限度額を超

える所得を留保していると判断する場合、それを租税回避目的（tax-avoidance purpose）で課税の繰

延べであると推定し、留保課税所得（ATI=Accumulated taxable income）に対し 39.6％の税率〔個

人所得税の最高税率〕で賦課課税できる。ただし、2003 年改正税法（Jobs and Tax Relief Reconciliation 

Act of 2003）その他の改正税法により、暫定的に現在 20％で課税されている（IRC531 条）。法定許

容限度額を超える過剰な留保金が『事業のための合理的必要性』があるかどうかについては、原則と

して納税者である法人側が立証することになっている。このことから、法人は、例えば自己資金を使

って事業の拡張計画があり手元資金が必要である、といったような主張を行い、課税庁を納得させる

必要がある。留保金税（AET）は、前記の人的所有会社税（PHC tax）とは異なり、株主の数に関係

なく適用される。また、AET は、制度的には、閉鎖会社（closely held corporation）であるか、公開

会社であるかどうかを問わず、営利法人一般に適用される仕組みになっている。しかし、現実には、

AET の適用対象は、多くの場合、少数に株主で配当する内部留保するかを比較的自由に決定できる閉

鎖会社である。ちなみに、法人が無条件で留保できる法定許容限度額は 25 万ドル〔ただし、人的役務

提供法人（Personal services corporations）については 15 万ドル〕である。この法定許容限度額であ

れば、無条件で事業のための合理的な必要性のある留保金額とみなされる。法定許容限度額とは、い

わば『基礎控除』ともいえる。言い換えると、法人は、法定許容限度額を超えて過剰に留保金を積み
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立てる場合、AET の賦課を回避するには、理由を示してその必要性の立証をする必要がある」44とさ

れている。このように、米国の留保金課税は、法人の形態を問わず、その法人が法定許容限度額を超

えて行った内部留保を留保課税所得（Accumulated taxable income）として定め、このうち「事業の

ための合理的必要性」を立証できない部分については、個人所得税の最高税率である 39.6％（現在は

20％に緩和）で一律に課税することとされる。 

わが国の留保金課税制度と異なる点としては、全法人を対象としている点、内部留保が限度額を超

えたとしても納税者の立証が認められれば課税されない点、そして累進税率ではなく一律の税率を採

用している点である。 

 

結びに代えて 

 

 本稿では、現行の留保金課税制度における対象法人の範囲と留保控除額について、創設当初の根拠

と照らし合わせる方法によりその妥当性の一考察を行った。現在は資本金 1 億円以下の法人は適用対

象外とされており、同族会社の不当留保を是正するという本来の目的は達成できない状態にあるもの

の、経済基盤の希薄な中小法人の資本充実を図るという経済政策的な観点からはやむを得ない改正と

なる。また、留保控除額のうち所得基準額及び定額基準額についても当初の設定根拠や改正理由から

検討し、妥当性があるという結果に至った。このように我が国の留保金課税制度は、同族会社の不当

留保に課税するという趣旨をもちながらも、必ずしも不当留保への課税を徹底せず、確実な課税を行

うために客観的基準を採用している。 

これに対して米国の留保金課税では、法定限度額を超える留保金について「事業のための合理的必

要性」を納税者側が立証する方法が採用され、個々の法人の実態に即して課税される制度となってい

る。この実質基準によれば、明らかに不当留保をなし得ない更生会社について留保金課税が適用され

るといった事例は生じないこととなる。しかし、米国の留保金課税については実効性の観点から問題

があるとされる。すなわち、「事業上の必要性とは、当該法人の経営者以外には審査しにくいものであ

る。（中略）裁判所も、事業上の必要性の判断をめぐって、経営者の判断を尊重する態度にあるといわ

れ、行政庁の更正が取り消される事案が少なくない」45とされる。 

留保金課税制度は、所得税回避のために必要以上の所得を法人内に留保することに対処するための

制度である。しかし、内部留保の性質は法人ごとに様々であり、その不当性を客観的基準により一律

に定めることは難しい。この点、個々の法人の実態に即して判断される米国税制の下ではその問題は

解消されるが、実際には実効性の面で問題があるとされる。結局のところ、我が国の留保金課税制度

はこの実効性の問題を補完するような構造となっていることになる。現在は実質的な機能停止状態に

 
44 石村耕治，前掲『アメリカ連邦所得課税法の展開』，224 頁。 
45 水野忠恒「同族会社の留保金課税と所得税・法人税統合論のゆくえ」『税研』Vol.11/63（1995 年 7 月）12 頁。 
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ある我が国の留保金課税制度であるが、今後その対象に中小法人が含められ対象範囲が大幅に拡大さ

れる可能性があること、そして実質的な停止から約 10 年が経つ現在でも廃止には至っていないこと

から、制度自体は何らかの形で存続させる必要があるものと思われる。今後、制度の発展を目指すの

であれば、①内部留保の不当性をより実態に即して判定できる基準（言い換えれば、法人の必要な内

部留保部分には課税されないような構造にすることで中小法人の資本充実にも配慮できる基準）、②

制度の実効性を考慮した客観的基準、この 2 点のバランスをどのように図っていくかが課題となるの

ではないだろうか。今後も、留保金課税制度の展望について研究を続けていきたい。 


